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　私たちが社会生活を送るうえで、病気やけが、障害、老齢、

介護、失業、死亡といったさまざまなリスクに遭遇することを

避けて通ることはできません。

　そこで、このような不測の事態に備えるために創設されてい

るのが、健康保険、介護保険、労災保険、雇用保険、厚生年金

保険といった公的な社会保険制度です。

　この社会保険制度のうち、健康保険に関する事業を運営する

公法人が健康保険組合です。健康保険組合は、事業主と被保険

者の皆様が負担する保険料をもとに、病気やけが、休業・出産・

死亡などに対して保険給付を行うとともに、健康づくりをサポ

ートするための保健事業を積極的に推進し、病気を未然に防ぐ

ための事業を実施することで、皆様の健康増進に資する役割も

果たしております。

　本書は社会保険制度への理解を深めていただくために、健康

保険法の最新の改正内容を盛り込んだうえで、健康保険制度を

中心に、各社会保険制度についてポイントをご紹介しています。

　ぜひご一読いただき、お役立ていただければ幸いです。

　2026年 6月

	 森永健康保険組合 

はじめにはじめに
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　私たちが生活していくうえで、最も心配なことの
ひとつは、自分や家族のだれかが病気になったり、
けがをしたときの治療費や生活費の問題です。こう
いう不時の出費に対する心配は、病気やけがのとき
だけでなく、出産や死亡の場合も同じことです。健
康保険は、このような場合に備えて、働いている人
たちがふだんから収入に応じて保険料を出し合い、
これに事業主も負担して、病気、けが、出産、死亡
などのときに必要な医療や現金を支給して、お互い
に生活上の不安を少しでもなくしていこうという目
的から生まれた制度です。

　常時 1人以上の従業員がいる法人の事業所と常時
5人以上の従業員がいる個人経営の事業所は、強制
適用とならない場合を除き、健康保険への加入が義
務づけられます。健康保険組合はこの健康保険の運
営を行う公法人で、常時 700人以上従業員がいる事
業所や同種・同業で 3,000 人以上従業員が集まる事
業所が、厚生労働大臣の認可を得て設立することが
できます。
　当健康保険組合は大正 15年 12月 22日に設立さ
れました。記号番号は「東 287」です。

健康保険の目的

健康保険組合とは

全国健康保険協会
　健康保険への加入が義務づけられ
る事業所で、健康保険組合が設立さ
れていない場合は、全国健康保険協
会に加入します。全国健康保険協会
は、政府が運営していた政府管掌健
康保険を引き継いだ公法人です。
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QAQA

　健康保険組合は次のような利点をもっ
ています。
①�　健康保険組合は、被保険者や被扶養
者の年齢構成、男女比、疾病の動向な
どの実態に即した保健対策が実施でき
るほか、健康管理なども事業主と協力
して積極的に行うことができます。
②�　健康保険組合は、それぞれの組合の
実情に応じて付加給付事業を行うこと
ができます。
③�　健康保険組合独自の保養・レクリエ
ーション施設を運営したり、契約保養

所を設置するほか、体育奨励事業の補
助などにより被保険者および被扶養者
の体力づくりに役立てることができま
す。
④�　法による財政調整事業として、全国
の健康保険組合の拠出金により、高額
医療費の助成ならびに財政窮迫組合の
助成を行います。
⑤�　健康保険組合では、一般保険料率を
財政状況に応じて 　　　　　　　の間で
決めることができます。

健康保険組合の長所

QAQA

日本の医療保険

　日本は国民皆保険制で、国民のだれも
が必ず次のどれかの医療保険に加入しな
ければならないことになっています。

● �75歳以上の高齢者は後期高齢者医療制度に加入するため、健康保険に加入する
ことはできません。

■ 健康保険組合 
 
■ 全国健康保険協会 
 
■ 共済組合 
 
■ 共済制度 
 
■ 船員保険 

被用者保険 
職場で加入する医療保険 

■ 国民健康保険 
　 農業、漁業、自営業、自由業など 
 
■ 後期高齢者医療制度 
　 75歳以上の高齢者 
 

（国家公務員、地方公務員）

（私学教職員）

（協会けんぽ）

地域保険 
地域住民が加入する医療保険 

30
1000

130
1000〜
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　被保険者や扶養家族である被扶養者の病気、けが、
出産、死亡などのとき、医療費を負担したり、いろ
いろな給付金を支給することです。これは健康保険
の生まれた直接の目的である大切な仕事です。
　保険給付には、法律で定められた法定給付と、当
健康保険組合が独自に行う付加給付の 2つがありま
す。

　健康保険組合は〝保険給付〟 と〝保健事業〟 という
2 つのしごとをしています。

　保健事業の一環として、健康保険組合は加入する40歳以上75歳未満の
被保険者および被扶養者に対して、メタボリックシンドロームに重点を置い
た健診の実施と健診結果に基づく保健指導を実施する義務があります。
　また、医療費データや健診情報等のデータ分析に基づき、効率的・効果的
な保健事業を実施する「データヘルス計画」の取り組みも行っています。

保険給付保険給付

　保健事業は、被保険者と被扶養者のみなさんの健
康の保持・増進をはかるために行う事業です。健康
にまつわる情報の提供、病気の予防を目的とした各
種健診、運動施設や保養施設を利用する機会の提供
など、さまざまな事業を行っています。

保健事業保健事業

医療給付を中心に

健康づくりのために
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　健康保険組合の運営は
事業主の代表と、従業員
の代表である同数ずつの
議員によって、健康保険
法に規定される範囲の中
で自主的、民主的に行わ
れています。

健康保険組合の財政
　健康保険組合の収入は被保険者と事業主が負担する保険料が大部分を占め、そのほか
に事務費の国庫補助や雑収入などが多少あります。一方、支出は医療費や手当金といっ
た保険給付として支払う保険給付費が一番多く、そのほかに高齢者医療を支えるための
支援金や納付金、健康づくりに必要な保健事業費、事務費などがあります。
　会計年度は毎年4月1日から翌年3月31日までで、その年度の支出はその年度の
収入でまかなうことになっています。健康保険組合には、法定準備金として一定の金額
を保険給付等の支払いに備える義務があり、決算残金が生じた場合は、法定準備金を積
み立て、さらに別途積立金とするか翌年度に繰り越すことができます。

　組合会は最高の議決機関で、「何をどのように行う
か」を決めるところです。規約、保険料、事業計画、
予算、決算など重要事項を決めます。事業主が選ん
だ選定議員と被保険者が選挙で選んだ同数の互選議
員で構成されています。

　理事会は、組合会で決められたことを執行する機
関です。選定議員と互選議員の中から選ばれた、そ
れぞれ同数の理事で構成されています。

　選定議員から出た理事の中から、理事長１名を選
びます。理事長は組合運営の最高責任者で、組合を
代表します。

　理事会の同意を得て、理事長が理事のうちから常
務理事を指名します。常務理事は理事長を補佐し、
日常の事業運営に必要な事項の処理にあたります。

　選定および互選議員の中から各 1名の監事を選出
し、業務の執行や財産の状況について監査します。

組合会

理事会

理事長

常務理事

監　事
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●組合会議員
　選定議員 11名	 互選議員 11名	 計 22名
　この組合会議員の中から次の理事および監事が選ばれます。
●理　　　事
　選定理事 5名	 互選理事 5名	 計 10名
●常務理事
　選定理事より 1名
●監　　事
　選定監事 1名	 互選監事 1名	 計 2名
	                   任期は、それぞれ 2年です。

組合会議員・理事などの定数

森永健康保険組合の事務所所在地
〒 108-0023
東京都港区芝浦 4-13-23　ＭＳ芝浦ビル９F
TEL	 03-3454-2326　〔代表〕
	 03-3454-6459　〔保健事業担当〕
FAX	 03-3457-1315　〔共通〕
E-mail　morinagakenpo@morinaga.co.jp
URL　https://www.morinaga-kenpo.or.jp/
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　健康保険に加入する本人を被保険者といいます。
法人の事業所では、常時 1 人以上、個人の経営する
事業所（強制適用とならない場合を除く）では 5 人
以上の従業員がいる事業所で働く場合、労働時間等
一定の条件を満たしていれば、本人の意思にかかわ
らず、だれもが被保険者となります。
　この被保険者の資格は、退職または死亡した日の
翌日に失います。また、75 歳になるなど後期高齢者
医療制度の被保険者になった場合は、在職中でも健
康保険の被保険者の資格を失います。

※�資格喪失後も一定の条件を満たしていれば、「任意継
続被保険者」という個人の資格で引き続き加入でき
る制度があります。（58頁参照）

被保険者

本
人
は
被
保
険
者
と
し
て
加
入

健
康
保
険
に
加
入
す
る
人

健
康
保
険
に
加
入
す
る
人

退職または死亡した日の翌日に
被保険者の資格を喪失します。

■資格喪失

8 割

被保険者となる

就職した日に被保険者の
資格を取得します。

■資格取得
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被扶養者

被扶養者の範囲

　健康保険では、被保険者だけでなく、被保険者に
扶養されている 75 歳未満の家族にも保険給付を行
います。この家族のことを被扶養者といいます。被
扶養者の範囲は法律で決められています。

　被扶養者となるためには、原則として国内に居住
していて、主として被保険者の収入によって生活し
ていることが必要です。扶養の基準としては、被扶
養者となる人の年間収入が 130 万円（19 歳以上 23
歳未満は 150 万円※１、60 歳以上または障害者は
180 万円）未満※2で、被保険者と同居の場合は被保
険者の収入の　 未満であること、別居の場合は被保
険者からの送金額より少ないこととされています。

■被保険者と同居でも別居でもよい人
　①配偶者（内縁でもよい）
　②子、孫
　③兄弟姉妹
　④父母など直系尊属
■被保険者と同居が条件の人
　①上記以外の三親等内の親族
　②�被保険者の内縁の配偶者の父母および子　
　③内縁の配偶者死亡後の父母および子

1
─
2

※1　配偶者は除く。
※2　�「年収の壁・支援強化パッケージ」により、収入が一時的に上

がっても、事業主の証明により引き続き被扶養者認定が可能
となります。

★詳しくはホームページをご覧ください
https://www.morinaga-kenpo.or.jp/
member/outline/family_a.html
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曾祖父母 曾祖父母 

兄　弟 
姉　妹 

祖父母 祖父母 

父　母 父　母 

本　人 

子 子 

孫 

配偶者 

配偶者 兄弟姉妹

孫 

配偶者 

配偶者 

配偶者 

配偶者 

配偶者 

甥　姪 甥　姪 

曾　孫 曾　孫 

伯父伯母 
叔父叔母 
 

伯父伯母 
叔父叔母 
 

数字は親等数 
　以外のものは同一世帯
　に属することが条件 

❸ 

❸ 

❸ 

❸ 

❷ 

❸ 

❷ 

❷ 

❶ 

❷ 

❸ 

❶ 
❶ 

❷ 

❸ 

❸　❷　❶ 

　パートタイマーなどで、1週の所定労働時間および 1月の労働日数が常時雇用者の
4分の 3以上ある場合は被保険者となります。
　また、4分の 3未満の場合でも、従業員数 51人※１以上の会社（または 50人以下
で加入について労使合意した会社）に勤める人で、次の 4つの条件すべてに該当する
人は被保険者となります。
　・週の所定労働時間が20時間以上
　・勤務期間が２カ月を超えて見込まれること
　・賃金の月額が8.8万円以上※2
　・学生でないこと
＊従来、被扶養者となっていた人も上記に該当する場合は被保険者となります。
※1　令和9年 10月から段階的に変更になります。
※2　令和7年 6月から3年以内に撤廃予定です。

QAQA QAQA

パートタイマーなどの適用対象
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被扶養者の申請手続きに必要な添付書類一覧

●申請するときに必ず必要な書類 
○被扶養者とする理由により、該当するときに必要な書類 
※その他、必要に応じた書類〔新規資格取得者で必要な書類等〕 
※手続きをする前に、事務担当者に相談のうえ、不明な点は健康保険組合にお問い合わせください。 
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◯ 

◯ 

● 

● 

◯ 

̶ 
̶ 
● 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

◯ 

̶ 
̶ 
● 

● 

● 

 

配 偶 者  

 
　 子  

被保険者の父母・祖父母 

被 保 険 者 の 兄 姉  

被保険者の  
弟 妹 ・ 孫  

被保険者のその他の家族 

配偶者の父母・祖父母 

配偶者の兄弟・姉妹  

配偶者のその他の親族 

配 偶 者  

　
子  

 

被保険者の父母・祖父母 

被保険者の  
弟 妹 ・ 孫  

 

区　分 

認

定

伺

送

金

証

明

書

（

学

生

証

の

写

）

在

学

証

明

書

療

養

証

明

書
（
診
断
書
）

身
体
障
害
者
手
帳
の
写

（
障
害
年
金
の
場
合
は
全
員
必
要
）

年
金
通
知
書
の
写
（
受
給
者
）

退

職

証

明

書

雇
用
保
険
受
給
資
格
者
証
の
写

雇
用
保
険
被
保
険
者
離
職
票（
写
）

雇
用
保
険
失
業
給
付
に
関
す
る
申
立
書

（
非
課
税
（
無
職
無
収
入
）
証
明
書
）

課

税

納

税

証

明

書

戸
籍
謄
本
ま
た
は
抄
本

世
帯
全
員
の
住
民
票

被
扶
養
者
（
異
動
）
届

必要書類 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

　
 

同
居
し
て
い
な
く
て
も
よ
い
人

 

同
居
し
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
人

 
伯父・伯母 
叔父・叔母 

区　分 
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　被扶養者となるためには、健康保険組
合から認定を受けなければなりません
が、健康保険組合はみなさんからの届出
をもとに、被扶養者となるための条件を
満たしているか判定します。
　そのため、新たに被保険者の資格を取
得するときに被扶養者にしたい人がいる
場合は「被扶養者（異動）届」に該当事
項を記入し、必要書類を添えて届け出て
ください。また、結婚や出産などにより
被扶養者が増えた場合、就職や別居、死
亡などにより被扶養者に該当しなくなっ
た場合なども、そのつど必ず 5日以内
に届け出てください。

　マイナンバー制度は、社会保障・税・
災害対策の分野で個人の情報を正確かつ
効率的に連携させるための制度です。
　健康保険組合は「個人番号利用事務実
施者」（番号法で定める行政事務を処理
する国の行政機関・独立行政法人等）と
して、その事務の範囲内でマイナンバー
を利用しますので、事業所を通して加入
者のみなさんのマイナンバーをご提出い
ただいています。

QAQA

届け出は5日以内に

QAQA

マイナンバーの利用について

�b�R�R�U�)�s�H�ü�à�û�U�!�$�k�û
�ý�l�$�d���Û�q
,�ø�Ï���ÿ

国民健康保険に入っている父母
を私の被扶養者に移し、当健康
保険組合の給付を受けたいので
すが。

夫婦共働きの場合、子供はどち
らの被扶養者になりますか。

単に両親の国民健康保険料（税）
を払わずにすむからという理由

で、家族を移すことはできません。被扶
養者にするためには、被保険者によって
実際に扶養されていることが必要です。

原則として、年収の多い方の被扶
養者となります。夫婦双方の年収

が同程度である場合は、届出により主と
して生計を維持する者の被扶養者となり
ます。

別居している義父母を被扶養者
にすることができますか。

妻の父母を被扶養者とするには、
主としてあなたが生計を維持して
いることと、同居していることが

条件になります。したがって、別居して
いる場合には被扶養者
にすることができ
ません。この
場合は、国民
健康保険に加
入することに
なります。


